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組織的学習で
AIのインパクトを
拡大する

はじめに

人工知能（AI）を活用して一定以上の財務上の利益（収益増およびコスト削減、詳
細はコラム「調査について」をご参照ください）を得ている企業は、全体のわずか 10％
にすぎない。なぜ、これほど少ないのだろうか。

私たちの調査によると、成功している企業は AIを用いた組織的な学びを促進するた
めに、あえて自社の業務プロセスを広く深く変更している。組織的な学習がうまくいけば、
企業は好機で正しく行動するとともに、状況の変化に素早く適応できる。このような企
業が戦略的に重点を置くのは、組織としての学びであり、単なる機械学習ではない。

組織がAIとともに学ぶのは容易ではない。単に人と機械が一緒に業務を行うのでは
なく、互いに学び合う必要がある。これは時間をかけ、正しい方法で、適切な状況で
行わなければならない取り組みだ。この相互学習のサイクルによって、人と機械はより
賢く、より適切に、かつ効率的に業務を遂行できるようになる。AIの活用に成功する
ためには、人と機械の相互学習が不可欠だが、これを全社規模で実現するのは難しい。

私たちは、世界各国の企業・組織のマネジャー層 3,000名超へのアンケートと、経
営幹部や研究者へのインタビューを実施した。その結果、大半の組織がAIに関連す
る組織能力を構築しつつあるものの、その取り組みから一定以上の財務上の利益を得
るには至っていないことが分かった。回答者の半分以上が、自社でAIを試験運用ま
たは実装し（57％）、AI戦略を策定済みで（59％）、AIがどのように事業価値を創出
できるかを理解している（70％）。これらの数字は 4年前の調査と比べて統計的に有
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意な増加を示している。また、AI関連の組織
能力の向上が自社の事業に不可欠であることを
認識する企業も増えている。にもかかわらず、
AIで一定以上の利益を生み出している企業は
10社に 1社しかない。

私たちはまた、100を超える質問項目への回
答を分析し、AIの活用により一定以上の財務上
の利益を得るには何が必要なのかを探った。そ
の結果、基本を正しく行うこと（適切なデータ・
技術・人材を揃え、企業戦略に沿って体系化する、
など）だけでは、まったく不十分であることが明
らかになった。基本的な要素だけで一定以上の
利益を得ている企業は 20％にすぎない。基本を
押さえたうえで、事業上必要でかつ利用可能な
AIソリューションを構築すれば可能性は高まる
が、それでも 39％にとどまる。

調査により分かった重要なポイントは、一定
以上の財務上の利益を期待できる確率が高まる
のは、組織がAIとともに学ぶ能力を身につけた
場合のみ、ということだ。その場合、可能性は
73％に高まる。

AIと学び合うことに成功している企業は、3つ
の重要な特性を備えている。

1.  人と機械の体系的・継続的な相互学習を推進
している。組織全体にわたるAIとの学習は、
単に機械が自律的に学ぶだけでも、人が機械
に教えるだけでも、機械が人に教えるだけで
もない。この 3つをすべて含むものだ。3つ
の手法のすべてを用いて人と機械が継続的に
学び合えるようにしている組織は、単一の手
法をとる組織と比べ、一定以上の財務上の利
益を実現する可能性が 5倍に高まる。

2.  さまざまなやり方で、人と機械が関わり合っ
ている。人と機械はさまざまなパターンで関わ
り合うことができ、またそうすべきでもある。
AIとの相互学習は人と機械の関わりに根ざす
ものだ。状況に応じて適切なやり方をとること
が重要である。たとえば、ある状況では AI
システムが提案を行い、実行するかどうかは
人が判断する、という関わり方が求められる
かもしれない。複雑なコンテクスト（背景）を
持つ環境では、人がソリューションを策定し、
AIがその質を評価する必要があるかもしれな
い。私たちは、人と機械の関わり方を 5つの
パターンに分類した。すべてのパターンを使い
こなす企業は、1パターンだけを用いる企業と
比べて一定以上の財務上の利益を得られる可
能性が 6倍に高まる。

3.  学ぶための変更、学びに応じた変更を行って
いる。人と機械が学び合い、関わり合うパター
ンを複数構築するには大きな変更が必要だ
が、それは時に痛みを伴うものになりうる。
多くのプロセスを幅広く変更する企業は、少数
のプロセスを部分的に変更するだけの企業と
比べて、一定以上の財務上の利益を得る可能
性が 5倍に高まる。このような企業は、単に
AIを活用するためにプロセスを変更するので
はなく、AIとともに学んだ内容に応じてプロ
セスを変更している。

組織全体でのAIとの相互学習は大規模な変
革を必要とし、その変革の上に成り立つだけで
なく、さらなる変革をもたらす。本レポートでは、
組織全体にわたってAIとの学習を成功させるカ
ギを紹介する。
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AIと継続的に学ぶ
̶̶レプソルの例

スペインを拠点とする多国籍エネルギー企業
のレプソルは、2018年から野心的なデジタルト
ランスフォーメーション（DX）に着手した。レプ
ソルの経営陣は、同社のバリューチェーンの上
流から下流まで、190を超えるDXプロジェクト
を計画し、実行に移した。その 7割に、何らか
の形でAIが組み込まれている。これらのプロ
ジェクトは実験ではない。上流の掘削オペレー
ションから、下流のガソリンスタンドにおける
サービスのパーソナライゼーションに至るまで、
レプソルのビジネスモデルに不可欠なものだ。
「AIは現在、当社の事業部門を変革するもっと
も重要なデジタルプロジェクトのほとんどを支え
る土台になっています」と、同社の最高情報責
任者（CIO）兼最高デジタル責任者の Valero 
Marín氏は語る。

レプソルは上流部門の施設に、AIを活用して
生産井の掘削プロセスを最適化するためのオペ
レーションエクセレンスセンターを設置した。1日
に1億を超えるデータポイントを分析することで、
30カ所の掘削拠点すべてにおいて非生産時間を
40～ 50％削減できる。AIシステムが非効率性
とその根本原因を特定し、解決策を提案すると、
内容に応じた専門知識を持つ人がそれを評価し
た上で、実行するか、システムに修正をフィード
バックして継続的改善を図る。アルゴリズムを改
良するという継続的な行いが、機械と人にとって
の学びの場となっているのだ。

中流部門の製油所では販売にむけて原油の精
製を行っている。これは混合、貯蔵、出荷を調
整する複雑なプロセスだ。レプソルでは、AIを
活用して、向こう30日間を対象に、500万を超
える生産シナリオを実行可能な少数のオプショ
ンに絞り込む。次に、AIが生成したオプション
をエンジニアが分析し、定量化しにくい要素を組
み込んだうえで分析結果をAIシステムにフィー
ドバックする。AIと連携するため、エンジニア
やオペレーションマネジャーは仕事の進め方を全
体的に変更した。

下流部門では、世界で 5,000カ所を超えるガ
ソリンスタンドの利用者 800万人を対象に、AI
の活用によりパーソナライズしたサービスを提供
している。AIシステムは 1日あたり 20万～ 40
万種類のサービス提案を行う。結果のデータは
機械学習アルゴリズムによって処理され、そこに
ビジネス上の知見をフィードバックすることで、
サービス提案を行うAIシステムが改良される。
こうしてパーソナライズされたプロモーションは
大幅な売上増をもたらし、その金額はガソリン
スタンドを 3～4.5％増設した場合の売上増に相
当する。同社が新たにガソリンスタンドを買収し
たり建設したりすることは規制により制限されて
いるため、このことには大きな意味があった。
結果的に、同社は人も機械も単独では達成しえ
ない成果を上げているといえる。

注目すべきは、レプソルが、どう掘削、混合し、
サービスを提供するかを機械に教えただけでは

調査について
本レポートでは、MITスローン・マネジメントレビュー誌と

BCGによる第 4回調査の結果を紹介している。2020年春に
アンケート調査を行い、世界 112カ国 29業界に属する組織の
マネジャー層 3,000名超から回答を得た。また、研究者や、
保険、ソフトウェア、金融、製造、ヘルスケア、小売、鉱業な
ど幅広い業界の大企業で AIに関する取り組みを主導する経営
幹部、計 17名にインタビューした。

「一定以上の財務上の利益」は、組織の規模により異なる
閾値により定義した。調査対象のなかで最大規模の組織（収
益 100億ドル超）の場合、AIの活用による収益増とコスト削
減の総額が年間 1億ドル超の組織を「一定以上の財務上の利
益を実現している」とした。規模の小さい組織ではより低い閾
値を設定した。収益が 5億～100億ドルの組織の場合は 2,000
万ドル、収益が 1億～ 5億ドル、または非営利団体では 1,000
万ドル、収益が 1億ドル未満の組織では 500万ドルを閾値に
設定した（感度分析の結果、評価の結果はこれら個々の閾値に
定性的に依存していない）。私たちは機械学習（クラスタリング
およびツリー構造モデル）を利用して 100を超えるアンケート
項目への回答を抽出し、AIへの組織的な取り組みを 7領域に
振り分けた。その後、ロジスティック回帰分析を使い、この 7
領域と一定以上の財務上の利益の関係性を定量化した。



なかったことだ。同社は、AIとともに継続的に
学べるように自社のプロセスを変更した。プロ
セスの改善により、人の側に新たな行動や知識
が生まれ、それが機械にフィードバックされると
いうダイナミクスが、組織全体で継続的に、慎
重に、そして体系的に展開されている。このよう
な、AIとともに学ぶレプソルの組織能力は、AI
を通じて一定以上の利益改善を実現するうえで
の土台となっている。

本レポートでは、世界各国で 29業界の組織・
企業のマネジャー層 3,000名超を対象に行った
アンケートと、経営幹部や研究者へのインタ
ビューから抽出した AIの導入に関する業界の枠
を超えたインサイトや、AIの活用で一定以上の
財務上の利益を得ている企業の定量分析を紹介

する。さらに、調査により明らかになった、組織
がAIとともに学ぶうえで直面する課題や組織変
革の機会についての視点を提供したい。

AIで一定以上の利益を
得ている組織はごくわずか

AIが戦略上の機会を拡大し、リスクを抑制す
ることを認識する企業が増えるにつれて、ビジネ
スにおけるAIの導入例も増え続けている。2020
年時点で、AIの試験運用もしくは AIソリューショ
ンの展開を行っていると回答した企業は 57％であ
り、2017年の 46％から増加した。AIに特化した
戦略がこうした取り組みをけん引することも多い。
回答者の 59％が自社にAI戦略があると述べて
おり、2017年の 39％から増加している（図表 1）。

さらに、AI戦略は組織戦略や重要なオペレー
ションとこれまで以上に切り離せない関係になっ
てきている。インドの通信事業者バーティ・エア
テルは、AIを利用して衛星画像を分析し、基地
局の配置を最適化している。同社の CIO兼クラ
ウドおよびセキュリティ事業責任者のHarmeen 
Mehta氏は、「AIにより、収益を最大化し、最
高のサービスを提供するための基地局の位置を
1メートル単位で正確かつ迅速に把握できるよう
になりました。AIは派手で魅力的なツールなど
ではなく、当社の基盤の一部をなす必需品なの
です」と話す。エアテルは、AIに適した用途を
見つけただけではなく、AIが競争に勝つうえで
不可欠であることを見出したのだ。

競合がAIを利用していることを認識する経営
幹部も総じて増えており、彼らは AIが自社に明
確な戦略的価値を生み出すと考えている。競争の
ダイナミクス、エコシステムの力、財務面のメリッ
トが誘因となって、事業戦略へのAIの組み込み
が促進されている（図表 2）。

AI技術と、それが事業にもたらす可能性をよ
り深く理解することで、この見方が裏付けられる。
回答者の 70％超が「AIにより事業価値創出のし
かたがどう変わるのか理解している」と答えており、
この割合は 2017年の 57％から増加している。こ
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図表１： AIで一定以上の利益を得ている組織は 
ごくわずか

AIへの理解、戦略策定、AIの活用は進んでいるにもかかわらず、
AIで一定以上の財務上の利益を得ている組織はわずか 11％

… しかし、
2020年に一定以上の
利益を得た組織は

11％
59%

43%39%

202020182017 2019

自社に AI戦略がある

71%
53%55%

20202018 2019

AIが事業価値を生み出す方法をどのように
変えるかを理解している

57%53%
44%

20202018

39%

57%

2017

46%

2017 2019

AIの試験運用もしくは AIソリューションの
展開を行っている

（「そう思う」または「強くそう思う」と答えた回答者の割合）
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のような傾向が見られるにもかかわらず、AIによっ
て一定以上の財務上の利益を得たと回答した企業
（「リーダー企業」）は 10社に 1社ほどしかない。
2019年のレポート１では、AIによって何らかの価
値創出を実現したと回答した企業がわずか 3割
だったことを紹介した。今回は、AIにより一定以
上の利益を得ている企業について深く掘り下げる。

リーダー企業の回答の分析から、いくつかの
有益な洞察が得られた。まず、AIで一定以上
の財務上の利益を実現するには、基盤をなすデー
タ、インフラ、人材よりはるかに多くの要素が必
要になること。次に、事業のプロセスに AIを組
み込んだだけでは十分ではないということ。そし
て、AIの投資効果は目先の利益にとどまらない
ということ。利益は唯一のゴールではなく、AI
との学習の結果に付随して得られるものなのだ。

自動化を超えて：
正確性、スピード、そして
相互学習を実現する
私たちの調査により、リーダー企業には共通

する特徴があることが明らかになった。それは、
AIと学ぶことに習熟しようとする意志があるこ
とだ。新たな競合の登場や世界的なパンデミッ
クなど、変化する状況に迅速かつ適切に対応す
る企業は、混乱を逆に活用できる可能性が高い。
このような企業は AIを単なるコスト削減や自動
化のツール以上のものと考えている。

たとえば、ドイツのスポーツカーメーカーのポ
ルシェは、地域ごとの生産台数を決める複雑な
判断にAIを活用することで、世界中の都市の現
地需要に合わせて在庫を確保している。ポルシェ
の CIOを務めるMattias Ulbrich氏は、「当社は
AIの分析に基づいて、数百万通りの選択肢のな
かから最適な車種構成を決定し、各市場に提供
する方法を継続的に学んでいます」と話す。グロー
バル経済が混乱状態にあると、市場の需要や規
制環境がめまぐるしく変化するため、継続して高
い精度で予測を調整する必要がある。ポルシェの
場合、AIとの学びを続ける動機は、適切な製品
を適切な市場に割り当てる能力の向上にある。

しかし、状況の変化の兆しをつかむだけでは
十分ではなく、正確性を活かすには往々にしてス
ピードが必要になる。リーダー企業の 9割は、
AIを利用して事業環境の把握と対応を迅速化し
ている。中国を拠点とするインターネット検索大
手の百度（バイドゥ）は、技術スタックのあらゆ
る階層に AIを導入した。「当社は早くからAIを
戦略上の必須要素と位置づけました。そのこと
が当社の正確性と迅速性、効率性に直接影響し
ています」と、バイドゥ・リサーチでディープラー
ニングプラットフォーム担当ディレクターを務め
るYanjun Ma氏は話す。リーダー企業はスピー
ドを持つことで正確性を活かしている。

資金を投じさえすれば、正確性、スピード、学
習が実現できるわけではない。社内の意識やプロ

図表２： 企業は競争のプレッシャーからAI戦略を推進
競争のダイナミクスと財務的誘因により、事業戦略への AIの
組み込みが促進されている

2019

2020

2017

2018

AIの活用により、競争優位性を獲得し、
維持することができる

今後、競合の既存企業が
AIを利用するだろう

今後、AIを活用する新しい組織が
自社の市場に参入するだろう

顧客は AIを活用した製品やサービスを
求めるだろう

サプライヤーは AIを活用した製品や
サービスを提供するだろう

AIの活用により、自社は新しいビジネスに
移行することができる

コストを削減するために、
AIの活用が必要だ

84%
84%

75%
87%

71%
69%

63%
77%

75%
75%

66%
79%

58%
59%

52%
63%

65%
61%

57%
71%

74%
75%

64%
78%

65%
63%

58%
72%

リーダー企業には共通の特徴がある。
それは AIとともに学ぶことに
習熟しようとする意志があることだ。

（各項目について、「そう思う」または「強くそう思う」とした回答者の割合）



セス、行動の大規模かつ組織的な変化が重要で
ある。「企業の中枢がソフトウェアとデータを中心
に構築されるようになれば、組織の本質は変化し
ます」と、ハーバードビジネススクールのDavid 
Sarnoff 記念講座で経営学を教えるMarco Ian-
siti教授は説明する。単に特定のユースケースに
AIを適用するだけでなく、企業構造自体をアルゴ
リズムとデータを基盤としたものにすることで、
組織は AIを利用したり、AIによって広範に自動
化したりするだけでなく、AIとともに学習できるよ
うになる。これほどの規模の組織変革には時間と
努力が不可欠だ。Iansiti氏は「これは、きわめて
大きな組織構造の変革であり、旧来型組織がそ
れを行うには長い期間が必要です」と話す。

AIとの相互学習について学ぶ
調査により、AIとともに学ぶには組織レベル

での大規模な取り組みが必要なことが分かった。
他社が苦戦するなか、リーダー企業が変革をど
のように成功させているかをさらに詳しく知るた
め、私たちはアンケートへの回答に機械学習を
適用した。機械学習モデルによって 100を超え
る質問から回答を抽出し、リーダー企業になる
可能性に影響している7種類の活動を特定した
（図表 3）。

これら7種類の活動を通じて自社の能力を高
めている企業は、リーダー企業になる確率を 2％
から73％に引き上げられる。企業が限定的な領
域でAIを適用する経験を積み重ねるだけでは、
その領域での適用にはプラスとなっても、これ
ほど成功確率を上げることはできない。リーダー
企業は 7種類それぞれの活動を通じて利益を得
る可能性を高めている。私たちはこれらの活動
を次の 4つのカテゴリーに分類した。

AIの可能性を発見する。限定的な領域に AIを
適用するだけで驚くほど大きなリターンが得られ
ることがある。たとえば、顧客の離脱を防止す
る高度なモデルは、それ自体が大きな価値を生
み出せる。AIの導入に向け、いまだにインフラ
や人材、戦略を整備している企業の場合、大き
な付加価値を実現する可能性はわずかだ（2％）。
2％は確かに高い確率ではないが、一方で、限
定的な（しかし重要な）AIの適用には可能性が
あることを裏付けている。

AIを構築する。AIの限定的な適用から、組織
的な活用へと移行するために、データや技術、
アルゴリズムに投資して自社のAI関連の組織能
力を構築する 2。こうした投資を活用するために、
企業は必要な技術スキルを整える 3。これにより
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図表３： AIとの相互学習を実現するために
一定以上の利益を達成する可能性を高める 7種類の活動

AIの可能性を発見する：限定的な領域にAIを適用する

1. インフラ：データ、技術、アルゴリズムへの投資
2. 人材：AIスキルを持つ人材の育成
3. 戦略：事業戦略全体にAIを組み込む

AIを構築する：組織全体での活用へと移行する

4. 生産と消費の連携：AIソリューションの効果的な採用
5. 自動化を超える：ユースケースを超えたAIの適用

AIを拡大展開する：ソリューションにAIを組み込む

6. 知識：人とAIの間で知識を共有する
7. 役割：人とAIの相互作用の構造化

組織全体にわたり、AIとともに学ぶ：
人とAIの両方における知識の増加を通じた学習と適応

+2%2%

+14%

+3%

+6%
21%

39%+12%

+22%

73%+12%

AIの
可能性を
発見する

インフラ 人材 戦略 AIを
構築する

生産と
消費の連携

自動化を
超える

AIを
拡大展開
する

知識 役割 組織全体に
わたり、

AIとともに学ぶ

+19%

+18%

+34%

（AIの活用により一定以上の財務上の利益を得ている企業の割合）



企業全体の事業戦略が本質的に AIの能力を組
み込んだものとなり、AIが傍流に追いやられる
ことはない 4。AIの構築に組織的に取り組むこ
とで、リーダー企業になる確率は 2％から21％
に上昇する。ただし、確率が 10倍になったとは
いえ、一定以上の財務上の利益を得られるのは
5社中 1社にすぎない。

AIを拡大展開する。プロセスやソリューションに
AIを組み込む組織能力を備えることで、一定以
上の利益を得られる可能性は 39％に高まる。こ
の要因はいくつかある。まず、AIを効果的に拡
大展開できれば、技術面での選択肢が増えるた
め、特定の問題に適合する技術を見つける難し
さを克服できる（コラム「AIチームではなく、部
門横断型のソリューションチーム」をご参照くだ
さい）。また、AIの開発側は、AIをプロセスに
広く深く組み込むことで組織が課題を解決でき
ることや、プロジェクトを効果的に遂行できるこ
とを示せる。AIを活用する側は、幹部全員が
AIの活用方法やAIモデルの仕組み、AIをど
れほど信頼すべきか（またはすべきでないか）に
ついて、さらに理解を深められる。AIの拡大展
開が全社規模のプロセス自動化にとどまらない
ことは明らかであり、AIを効果的に開発し活用
している企業は何らかの事業価値を生み出して
いる 5。ただし、AIの可能性を発見し、構築し、
拡大展開しても、一定以上の利益が得られる確
率は依然として 50％を大きく下回っている。

組織全体にわたり、AIとともに学ぶ。一部の企
業は、AIの活用により一定以上の財務上の利益
を得る見込みを、73％へとほぼ倍増させている。
どのような方法を取ったのだろうか。これらの企
業は、人とAIが互いに学び合う機会を創出して
いる。人の知識の機械への植え付け方を学んで
きただけではない。人と機械との関わり合いを
通じて、状況の変化に応じてプロセスを素早く改
善する手法を学んできた。プロセス内の人と機械
の役割を画一的に規定するのではなく、状況に
適応させる手法を学んできたのだ。組織全体の
知識がデジタルデータと人の経験の両面で増えて
いくことで、より良い意思決定を生み出す。組織
全体でAIとともに学ぶことは、体系的で継続的
な改善プロセスになる。人とAIが互いに学び合

うプロセスと、効果的に連携する手法を構築する
プロセスの両方に、大規模で複雑な組織変革が
必要なため、AIとともに学ぶ方法を学んでいる
企業がこれほど少ないのも不思議ではない。

人と機械が互いに学習し合う
組織をつくる

組織全体がAIとともに学ぶには、機械が自
律的に学習するだけでは足りない。さらには、
人が機械に教えるだけでも、機械が人に教える
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AIチームではなく、部門横断型のソリューションチーム
リーダー企業は、「AIチーム」ではなく「事業課題解決チーム」

を立ち上げている。調査によると、リーダー企業の 8割近くが
複数の部門のメンバーからなるチームを組み、各自の経験や強
みを活かしたり（リーダー企業の 76％）、AIシステムのプロト
タイプ構築時にエンドユーザーからフィードバックを収集したり
（同 78％）、それらのフィードバックを、その後の開発プロセス
で元の設計からソリューションを進化させるのに活用したりして
いる（同 80％）。結果的に、リーダー企業は金銭面でプラスの
影響が証明された場合にのみ、AIソリューションを拡大展開し
ている（同 74％）。このような企業が重視するのは、AIをどう
利用するかではなく、事業上の課題をどう解決するかだ。

このような事業重視の姿勢は、テクノロジー企業であるかど
うかにかかわらず、共通して見られる。たとえば、鉱業大手の
アングロ・アメリカンで最高データ責任者を務める Arun 
Narayanan氏は、同社のチームについて「AIチームというより
ソフトウェア企業の製品チームのようなもので、サービス、広報、
マーケティング、顧客エンゲージメント、サステナビリティなど
に重点を置いています。このチームは、事業課題の原因を突き
止めたうえで、AIを利用するかどうかに関係なく、課題解決に
向けた包括的なソリューションを構築しています」と説明する。

ウォルマートで機械学習担当バイスプレジデントを務める
Prakhar Mehrotra氏は、ウーバーから転籍後、同社の経営層
がデータサイエンスを理解し、使いこなせるよう、少しずつ働
きかけてきた。同氏は店舗内を歩き回り、時間をかけて文字通
りゼロから小売業について学んだ。ミーティングを主催し、AI
にできること・できないことを経営層に示してみせた。マーチャ
ンダイザーやサプライチェーンマネジャーだけでなく、データサ
イエンティストや機械学習エンジニアも入ったチームをつくった。
「フルスタックのチームで問題に取り組んでいます。さまざまな
専門性を持つメンバーでアイデアをブレインストーミングするの
です。経営層は総じて、実際に事業に問題が生じる前にアルゴ
リズムを修正するのがきわめて得意です」とMehrotra氏は話す。
「彼らの経験を生かしてアルゴリズムをテストしたい、あらゆる
失敗の可能性を把握したいと考えています。経営層とデータサ
イエンティストは、アルゴリズムをより良くするという目標を共
有しているのです」



だけでも足りない。これらの手法のうち1つしか
採用していない組織が一定以上の財務上の利益
を得られる可能性は 6％ほどにとどまる。

より大きな成功をおさめている組織は、人と
機械がそれぞれの強みと弱みを活用するために、
教える手法と学ぶ手法を複数組み合わせてい
る。人が幅広いコンテクストや新しい状況にうま
く対応できる一方で、機械は膨大なデータを保
持し、処理することに長けている。相互に学習
することで、人と機械はお互いの論理や論拠を
理解できるようになる。これは、単に人と AIに
互いのアウトプットをチェックさせることではな
い。担当者がなぜ決定を覆したり、特定の結果
を優先したりするのかをAIが理解することは、
アルゴリズムの改善につながる。AIが下した決
定の理由を知ることにより、人は結果を信頼し、
そこから学ぶことができる。複数のフィードバック
手法を効果的に利用している組織は、1つしか利
用していない組織と比べて一定以上の財務上の利
益を得る可能性が 6倍に高まる（図表 4）。

私たちは、「AIが人のフィードバックから学ぶ」
「人がAIから学ぶ」、そして「自律的に学習する
AIを人が設計する」、という3つの手法について
アンケートを行った。その結果と幹部へのインタ
ビューを総合的に分析したところ、それぞれのフィー
ドバック手法を活用し、すべての手法を1つのソ
リューションに統合することによりさらに大きな価

値を創出できる可能性があることが分かった。

AIが人のフィードバックから学ぶ。新入社員と同
様、多くのAIアルゴリズムは、新たな業務環境
に適応するための調整期間を必要とする。人を
メンターとしてその実務経験を参考に学び、時
間をかけて効果を高めていくのだ。輸送物流会
社大手のDHLでは、作業員が出荷パレットを
点検し、いくつまで積み重ねられるかを判断す
るのに、画像認識ツールが役立っている。同社
はこれにより、貨物輸送航空機のスペースを有
効に活用するとともに、作業時間の短縮と増益
を実現している。問題のあるパレットの特徴を
見分けられるようAIを訓練し、長年の経験が
ある作業員の専門知識をAIに組み込んでいる
のだ。DHLでイノベーション担当バイスプレジ
デントを務めるGina Chung氏は「AIがいちば
ん機能しないのは初日です。アルゴリズムは時と
ともに改善されるためです。初めてオペレーショ
ンに投入する初期バージョンのAIでは特に、必
ずフィードバックを得られるように、意図的に学
習ループを組み込んでいます」と語る。こうした
フィードバックは、「内容物が壊れやすいなど、
何らかの理由で積み重ねられないパレット」を
AIが特定できるようにするうえで不可欠だとい
う。たとえ機械でも、新入りは経験豊富な同僚
に学ばねばならない。

人がAIから学ぶ。経営幹部は通常、何が事業
の成果を左右するのか理解している。しかし、
場合によっては人が考えもしない可能性をAIが
提示できることがある。配車サービス大手のリフ
トでは早い段階で、顧客の需要と車両の供給を
マッチングさせることで収益の最大化をはかるア
ルゴリズムを開発していた。「乗客とドライバー
のすべての組み合わせから、配車要請やドライ
バーの位置、その他あらゆる要因に基づいて、
収益を最大化する組み合わせを選ぶというもの
でした」。リフトの前サイエンス担当バイスプレ
ジデント、Elizabeth Stone氏はそう語る。だ
がその後、データサイエンティストが別の目標の
ために開始したテストで、興味深い結果があらわ
れた。コンバージョン率（ユーザーがアプリを開
いた後に、実際に配車を要請する確率）を最適
化すると、将来的な配車要請の増加につながる
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図表４： フィードバックによる学習の促進
複数のフィードバック手法を組み合わせることで、AI活用の成功
可能性を高められる

一定以上の
利益を得ている組織では…

いずれのフィードバック手法も
導入していない

フィードバック手法を
1つ導入している

フィードバック手法を
2つ導入している

フィードバック手法を
3つ導入している

所属する組織でどのフィードバック
手法を使っているか：

• AIが人のフィードバックから学習する

• 人が AIから学習する

• 自律的に学習するAIを人が設計する

5%

13%

29%

6%

（AIの活用により一定以上の財務上の利益を得ている企業の割合）



ことが分かったのだ。配車要請が増えれば最終
的に収益も増える。だが、その増加幅は、同社
がそれまで重視していた需給バランスのマッチン
グによるものを明白に上回るものとなった。重要
だったのは、機械学習アルゴリズムにより実現
可能な目標を十分に考え抜いたうえでテストがで
きる人を、AIの学習ループに参加させることだっ
た。人の実務知識と AIの計算能力を組み合わ
せることで、リフトは主要な戦略的指標を改善
できた。この変化は、同社のオペレーション、
収益目標、パフォーマンス管理、マーケティング
を含む一連の事業活動に影響するものとなった。

自律的に学習するAIを人が設計する。AIシス
テムは自律的に学習できる。だが、ほとんどの
学習を人の介入なしで行えるとしても、AIの学
習戦略を設計するのは依然として人だ。ポルシェ
のUlbrich氏は、同社の品質保証や業務プロセ
スを改善するのに 1台のコーヒーメーカーがいか
に役立ったかを語る。あるエンジニアが、コーヒー
メーカーの作動状態による音の違いに気付いた
――水っぽいカプチーノと美味しいエスプレッソ
では音が違う、というように。この観察をもと
に議論を重ねた結果、ベルリンにあるポルシェ
の技術部門は、車のドアなどの車両部品の品質
の違いを、同じように音から検出する仕組みを
つくりあげた。開発した音響異常検出器に品質
評価の結果をフィードバックすることで、AIシス
テムが不具合の可能性のある音を学習したのだ。
このとき、音響異常を検知するシステムのアイデ
アは人によるものだが、実装には AIが必要だっ
た。なぜなら、Ulbrich氏が指摘するように、「人
はAIアルゴリズムのように毎日、24時間にわたっ
て音を聞き続けることができない」からだ。シス
テムは次第に生産プロセスで潜在的不具合を認
識する方法を自ら学ぶようになった。人は、自
律的に学習するAIを設計できるのだ。

上述の 3つのフィードバック手法は、1つだけ
でも大きな事業価値を生み出すものだ。しかし
そのすべてを 1つのソリューションで用いれば、
さらに大きな価値の創出が可能になる。

ある金融機関のAI研究責任者の話を紹介し
よう。彼女のチームは、トレーダー向けの意思

決定支援ツールとしてAIを活用していた。この
ケースでは、人のトレーダーは自律型 AIアルゴ
リズムよりも優れた成果をあげていた。だが、
チームは、3つのフィードバック手法すべてを組
み合わせることでAIを利用してトレーダーの生
産性を高める方法を見出した。アルゴリズムはま
ず、トレーダーがもっとも時間をかけて監視して
いるマーケット指標は何かを観察することで、数
十億ものデータポイントのなかからもっとも重要
な市場情報を学んだ。アルゴリズムはさらに自
律的な学習をすすめ、重要な情報のなかからパ
ターンを見つけ出してトレーダーと共有するよう
になった。トレーダーがAIシステムから新しい
情報を学ぶことで、ただちに意思決定を改善で
きた。「AI支援システムにより、重要な情報にト
レーダーの注意を向けられるようになりました。
AI自体が直接取引できなくても、トレーダーの
情報処理効率を高めることで付加価値をもたら
しているのです」とこの責任者は話す（コラム「3
は 1に勝る」をご参照ください）。

相互学習は、特定の状況下で互いに有効な
フィードバックを行うことのみにとどまらない。

組織的学習で AIのインパクトを拡大する • MIT SLOAN MANAGEMENT REVIEW   9

3は 1に勝る
ある金融機関では、高速取引を行うトレーダーと AIアルゴリ

ズムが相互に、そしてそれぞれに多くのことを学んでいる。まず、
AIはトレーダーと彼らが監視している画面やチャートを観察する
ことで学習する。金融市場が刻 と々生み出している膨大なデー
タから、重視すべき特定のデータポイントが何かを学ぶのだ。
この観察によって、AIシステムは処理しなければならない情報
を大幅に絞り込み、不要な情報を無視できるようになる。

次に、AIシステムはこれらの観察から自律的に学習し、デー
タポイントと取引の間にある込み入った関係性を割り出す。実
際に AIは、この金融機関のプラットフォーム上でトレーダーが
行う意思決定に内在するロジックを見つけ出している。

続いて、今度はトレーダーがAIの提供する情報から学習する。
AIは複数のトレーダーの履歴を観察するため、これによりトレー
ダー間の学習が促進される。

さらに、トレーダーに提供された情報の利用状況を AIが観
察することで、新たな学習サイクルが回りはじめる。AIシステ
ムの観察によれば、このシステムを利用するトレーダーは総じ
て意思決定の速度と効果を向上させている。相互学習には、特
定の状況に応じて具体的な是正を求めるフィードバックを提供
する以上の効果がある。これは AIと人が複数の方法で関わり
合うことで、人と機械双方の意思決定を改善する継続的なパー
トナーシップであるといえる。



むしろ、人と機械双方の意思決定を改善する継続
的なプロセスと言える。このプロセスの実行に必要
なのは、AIと人が複数の方法で関わり合うことだ。

連携により精度を高める：
人と AIの関わり方

フィードバックが組織全体にわたるAIとの相
互学習を促進する助けとなるか、逆にその足か

せになるかは、人と機械の関わり方を状況に応
じて適切に選べるかどうかにかかっている。

業務プロセスによっては、主に単独で機能す
るAIソリューションを設計する場合がある。た
とえば、工具メーカーのスタンレー・ブラック・
アンド・デッカーでは、製造する巻き尺の品質を
画像処理アルゴリズムで監視している。巻き尺
がさまざまな製造ポイントを通過するたびにカメ
ラで画像をとらえ、不具合があればリアルタイム
で警告を出すため、同社は不具合のある巻き尺
に無駄な追加リソースを投じなくて済む。人によ
るインプットを待っているとプロセスが減速する
ため、このAIシステムはリアルタイムで単独で
稼働する。それでも人が果たす役割はある。と
いうのも、同社でインダストリー 4.0のアナリティ
クス担当ディレクターを務めるCarl March氏が
言うように、「時にはグレーな部分があるため、
不具合をさらに検証するアクションが必要になる
ことがある」ためだ。例外的にプロセスに人が
介在するケースもあるが、それによりプロセス全
体が減速することはない。

こうしたプロセス以外では、人の経験やイン
プットがはるかに大きな役割を果たすことが求め
られるだろう。スーパーマーケットチェーンのウォ
ルマートの従業員は、店内の品揃え管理に関連
する広範な業務経験を持つだけでなく、コロナ
禍による突然かつ急激な変化のような、過去の
データがない状況についても理解できる。だが
機械学習は、現在や将来の状況に関連する過去
のデータに依存している。「コロナの問題に直面
した時、世界は一変し、私たちは過去から未来
を予測できなくなりました」。同社で機械学習担
当バイスプレジデントを務めるPrakhar Meh-
rotra氏は語る。ウォルマートでは、品揃え管理
に関してマネジャー層に提案を行うAIソリュー
ションを設計している。マネジャー層が提案へ
の賛否を示し、コメントすることで、現在のみな
らず将来にわたる提案を改善できる。コロナ下
の状況では、マネジャー層がAIの提案に反対
したことが同社の機会学習プログラムにとって
重要な学びになった。ウォルマートは、データベー
スだけでなく、人々 の頭のなかにあるものも含め
て、あらゆる知見を総動員して意思決定を行うこ
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AIが洞察を導出し、
人による意思決定の過程で
それを利用する

人が仮説を構築し、
AIが評価する

AIがレコメンド（推奨）し、
人が決定する

AIが決定して、人が実行する

AIが決定、実行する

AIが支配的 人が支配的

60%

75%

87% 85%

70%

一定以上の財務上の利益を
達成している組織の割合 : 
人とAIの関わり方のパターンを…

１つ採用

２つ採用

３つ採用

４つ採用

５つ採用

所属する組織は、人とAIの関わり方の
パターンのうちどれを採用しているか：

• AIが決定、実行する
• AIが決定して、人が実行する
• AIがレコメンド（推奨）し、人が決定する
• AIが洞察を導出し、人による意思決定
の過程でそれを利用する

• 人が仮説を構築し、AIが評価する

32%

15%

5%

6%

15%

図表５： リーダー企業は人とAIの関わり方を複数パター
ン活用している

リーダー企業は人と AIの融合に成功している

図表６： 人とAIの関わり方をより多く活用することが 
より良い結果につながる

人と AIの関わり方のパターンを複数採用している組織は、AIの
活用により一定以上の財務上の利益を達成する可能性が高い

（それぞれのパターンで成功している、と答えたリーダー企業の割合）

（成功しているリーダー企業の割合）



とを徹底している。適切な役割設計が相互学習
を支えているのだ。

私たちは調査結果に基づいて、人と AIの関
わり方を大きく5つのパターンに分類した。リー
ダー企業はそれぞれのパターンをうまく利用して
いるが、特に人と AIの役割を統合する能力に
長けている（10ページ図表 5）。

リーダー企業は、人とAIの関わり方を1パター
ンだけ構築して精緻化しているのではなく、人と
AIが関わり合い、連携するやり方を複数実装し
ている。5つのパターンをすべて使いこなす企業
は、1～2パターンしか利用できていない企業と
比べて一定以上の財務上の利益を得る可能性が
6倍になる。さらに、この可能性の増加率は、採
用するパターンの種類を4つから 5つに増やした
ときに最大となる（10ページ図表 6）。AIの活用
に関する組織能力が高まるほど、組織はさまざ
まな状況に適した関わり方を使い分けられるよう
になる。

単一の組織が人と AIの関わり方の 5つのパ
ターンをどう利用し、状況に応じてどのように使
い分けているかを、レプソルを例に紹介しよう。

AIが決定、実行する：このパターンでは、AIが
ほぼすべてのコンテクストを把握し、素早く決定
を下せる。人が関われば、その高速のプロセス
を失速させるだろう。レプソルは顧客リレーショ
ンシップ・マネジメント・システムに AIを組み込
み、同社の 5,000カ所のガソリンスタンドで、
利用者に割引や無料の洗車などのパーソナライ
ズされた提案をリアルタイムで提供している。人
の関与は、監視や監督、地域の規制順守といっ
た限定的な部分にとどめている（コラム「責任あ
るAI」をご参照ください）。

AIが決定して、人が実行する：AIはコンテクス
トを適切に把握して決定できるが、ソフトウェア
やロボティクスなどではなく、人の手でソリュー
ションを実行する。レプソルは、海外の生産施
設におけるAI予知保全でこのパターンを採用し
ている。AIは、故障のリスクがある部品を特定
してメンテナンスレビューのスケジュールを組む。

そして、人のオペレーターが部品の入手状況や他
のメンテナンス予定を考慮して、実際の交換の
予定を組んでいる。

AIがレコメンド（推奨）し、人が決定する：
このパターンは、組織が多数の意思決定を繰り
返し行わなければならない状況で、すべてでは
なくともほとんどのビジネスコンテクストをAIに
組み込める場合に適している。レプソルが原油
の混合プロセスで利用しているAIは、原油の種
類や製油所の稼働状況など数百万の要因の総合
的な分析を通じ、今後 30日間の混合計画案をレ
コメンドする。その後、人が予想されるグローバ
ル市況に応じてどの案を採用するかを決定する。
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責任あるAI

「責任ある AI」という言葉には、まだ広く受け入れられている
定義がない。私たちの調査では、責任ある AIを「アルゴリズム
の公平性を高めて意思決定のバイアスを減らすこと」「インク
ルーシビティ（包摂性）や多様な視点を推進すること」「AIのエ
ンドユーザーにモデルの解釈や説明を提供できるようにするこ
と」「AIのデータプライバシーやセキュリティを確保すること」「法
令を順守すること」「AIの社会的影響や倫理を監視すること」
を実現するものと定義した。リーダー企業の 90％は、責任あ
る AIに関わる戦略を策定中か、すでに策定していると回答し
ている。しかし、意志はあっても実行は伴っておらず、導入を
推進する具体的な役割やプロセスがあると回答したリーダー企
業はわずか 57％だった。責任者を指名しているリーダー企業は
少なく（52％）、そのプロセスや実践について研修を実施してい
るリーダー企業はさらに少ない（43％）。

AIと社会の関わりを専門とする研究機関であるパートナーシッ
プ・オン・AIで、公平性・透明性・説明責任に関する研究の責
任者を務めるAlice Xiang氏は、この結果に驚きを見せなかった。
「常に苦戦しています。組織は往々にして、法的リスクやレピュテー
ションリスクにさらされない限りは、この分野に取り組み、投資
する事業上の動機を持たないためです」と同氏は話す。

だが、責任あるAIを導入する理由はコンプライアンスやリスク
管理だけに限られるものではない。責任あるAIに関わる戦略を
すでに策定している組織のうち、これらの戦略によって実際に財
務上の利益が増えていると回答した組織は 72％、オペレーショナ
ルリスクが減少していると回答した組織は 62％だった。責任ある
AIの実践をコンプライアンスの観点からのみ考える組織は、得ら
れるはずの利益を逃しているかもしれない。責任あるAIは利他的
なものとは限らず、経済的な利益をもたらすことがあるのだ。

相互学習は､人と機械双方の意思決定を
改善する継続的プロセスだ。



AIが洞察を導出し、人による意思決定の過程
でそれを利用する：このパターンでは、本質的に
創意工夫が求められる部分については人が考え
るが、その過程で必要な情報のインプットをAI
が行う。レプソルでは、要員計画を立てる際に、
アルゴリズムが機械学習モデルによる予測と人の
経験や知見を組み合わせて、将来の要員ニーズ
を判断する。人事マネジャーはこの結果を採用
計画や研修計画へのインプットとして利用する。

人が仮説を構築し、AIが評価する：このパター
ンでは、人が多くの仮説を立てるが、多数の複
雑な依存関係をふまえてそれを評価する単調な
作業には AIを利用する。たとえば、レプソル
は油井など物理的資産のデジタルツイン（仮想
空間内に再現した複製）を構築して、オペレーショ
ン変更の結果をシミュレーションし、仮説を検証
している。複数のエンジニアリングモデルとオペ
レーション効率モデルを用いることで、経営層は
物理的な油井に実際に変更を加える前に結果を
シミュレーションできる。

さらに、組織は人と機械の複数の関わり方を
使い分ける必要があるだけでなく、状況の変化
に応じてパターンを切り替えられるようにしなけ
ればならない。たとえば、2020年には、コロナ
禍によるロックダウン（都市封鎖）が引き金となっ
て人々 の行動が突然に大きく変わった。これによ
り人による監視を強化しなければならないアルゴ
リズムが出てきた。Mehrotra氏によるとウォル
マートではパンデミックの初期、「一種のコール
ドスタート（蓄積データに乏しい）問題」に陥っ
たという。課題は「AIが現在の状況をどれほど
素早く学習できるか」という点にあった。はじめ
は人手が必要な部分が大きかったが、データが
増えるにつれて、AIシステムはより適切なレコメ
ンデーションを行えるようになった。うまく設計
されたプロセスでも、状況によっては変更が必

要なことがあり、リーダー企業は定義された役
割を必要に応じて調整する態勢を整えている。

私たちの調査によれば、組織がAIとともに
学べるかどうかは、人と機械の関わり方の 3つ
の側面における成功にかかっている。それは、
スコープの広さ（前述した 5つのパターンをでき
る限り多く利用する）、適合性（コンテクストに
適したやり方を選ぶ）、アジリティ（必要に応じ
てやり方を切り替える）の 3つだ 6。

AIとともに学ぶことは、
異なるやり方を学ぶこと

組織全体がAIとともに学習するには、一連
の複雑な組織行動が必要になる。特定の事例で
人と機械が 1つの、あるいは複数のパターンで
関わり合う方法を学ぶことと、人と機械がフィー
ドバックを与え合う方法やタイミングを学ぶこと
は異なる。AIとの学びに適応するために、組織
には新たなアーキテクチャ、プロセス、行動、そ
して姿勢が求められる。それは時に痛みを伴う
著しい変化をもたらす。

巻き尺の検査の例で、スタンレー・ブラック・
アンド・デッカーは単に品質管理プロセスの検
査官を人から機械に置き換えただけではない。
同社は AIの即時性を利用することで、検査の
工程を製造プロセスの上流に移動させて追加の
処理を減らすとともに、大量の製品に不具合が
生じて大きな無駄が生じる前に大規模な生産エ
ラーを把握できるようにした。この早期検出へ
の取り組みはその後、全体的な生産体制の改善
に役立った。この例では、同社はルーティン処
理を自動化したのではなく、よりよい生産方法を
学んだといえる。さらに、この変更は品質管理
部門にとどまらず、生産プロセスの多くの部分に
影響を及ぼした。

「アルゴリズムは組織図を知りません。マー
チャンダイジングやサプライチェーンの機能が意
味するところも理解していない。組織の枠にとら
われることがないのです」。ウォルマートのMeh-
rotra氏はこう指摘する。アルゴリズムは組織の
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「アルゴリズムは組織図を知りません。
組織の枠にとらわれることがないのです」
̶ウォルマート 機械学習担当バイスプレジデント、
　Prakhar Mehrotra氏



規範や役割、行動を考慮にいれないため、その
部分では管理者側の対応が必要となる。つまり、
マネジャーがAIとの相互学習によって生じたプ
ロセス変更に適応しなければならない。だが、
それは容易なことではない。

「マネジャー層を変えるのは非常に困難です」
と、ペンシルベニア大学ウォートンスクールの
John C. Hower記念講座でテクノロジーとデジ
タルビジネスを教えるKartik Hosanagar教授
は言う。「AIは著しい変化をもたらします。企業
は長期的な観点から、短期的な多くのダメージ
を許容し、失敗を受け入れ、それでも投資を続
ける必要があります」。これは、組織がAIとと
もに学ぶうえで認識しておくべきことを示してい
る。組織はたとえば、AIが引き起こすであろう
痛みや不協和音を認識する必要がある。また、
AIによる改善がそうした痛みを相殺するタイミン
グや、個々のレベルにとどまらず組織全体にわ
たってAIと連携して業務に当たる方法を学ばな
ければならない。

AIの導入により一定以上の利益を得るのが
難しいのは、AIとともに学ぶことが難しいため
だ。だが、大きな変化や痛みであっても、耐え
る価値はある。私たちの調査で、「自社の多くの
プロセスを広範にわたって変更した」と回答した
組織が一定以上の財務上の利益を得る可能性
は、「いくつかのプロセスを若干変更した」だけ
の組織の 5倍に上った（図表 7）。

プロセスの変更自体が価値を生み出したり、
組織が学ぶ契機になったりするわけではない。
両者の関係性は、それほど明白ではない。組織
全体でのAIとの相互学習は大規模な変革を必
要とし、その変革の上に成り立つだけでなく、さ
らなる変革をもたらす。最終的に起こる変化は著
しく、結果として生じるプロセスの変更は、組織
全体にわたる広範で大規模なものとなる。

おわりに
AIの導入例は増加の一途をたどり、多くの組

織がすでに AI技術を利用して何らかの事業価
値を生み出している。

しかし、一定以上の財務上の利益の獲得は
困難で、実際に達成している企業はごくわずか
だ。多くの企業は、適切なデータ、技術、人材
を備えた AI基盤の構築に苦戦している。ある
いは、すでに基盤を構築し、これを利用してAI
ソリューションを大量に生み出しながらも、それ
らを通じてもたらされる財務上の利益の増加が
なぜ限定的なのか疑問に思っているかもしれな
い。だが、一定以上の財務上の利益を得られる
のは、組織が人と AIが連携して学び合う複数
の効果的な方法を明確にしたときのみだと考え
られる。

成功例は少ないが、特定の業界やデジタルネ
イティブ、大企業に偏っているわけではない。もっ
とも成功している組織は、AIとともに学ぶこと
に費やす努力やコミットメントが際立っている。
このような組織は、機械と連携して業務を進め
ることに長けているだけではない。状況の変化
に応じて人と機械の役割をダイナミックに調整す
る技術を磨いている。機械学習を促進するので
はなく、相互学習を促進しているのだ。
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4% 4%

業務プロセスは
変更していない

15%

20%

いくつかの
業務プロセスを
若干変更した

業務プロセスを変更しない、またはいくつかの
プロセスに小さな変更を加えたのみの組織に比べ、
一定以上の利益を実現できる確率が 5倍

多くの
業務プロセスを
若干変更した

多くの
業務プロセスを
大幅に変更した

図表７： 業務プロセスの変更はAIの成果と関係する
AIソリューションを統合する際に業務プロセスを幅広く変更する組織は、
一定以上の財務上の利益を実現できる可能性が 5倍に上る

（各項目について、「そう思う」または「強くそう思う」とした回答者の割合）

AIの活用で大きな価値を得るのが
難しいのは、AIとともに学ぶことが
難しいからだ。



そうした組織は、単に AIを利用するのでは
なく、AIとともに学んでいる。

原題：Expanding AI’s Impact With Organizational Learning
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